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R4年度 デジタル⼈材育成関連施策の実績について

施策概要 2022年度実績
（リテラシー＋推進レベル）

2022年度実績
（推進レベル）

デジタル⼈材育成プラットフォーム
１層︓“マナビDX”

受講者︓約６万⼈※ 受講者︓約1.4万⼈※

デジタル⼈材育成プラットフォーム
２層︓ケーススタディ教育プログラム

３層︓地域協働プログラム
－ ２層（受講者）︓2134⼈

３層（修了⽣）:419⼈

情報処理技術者試験 合格者︓約20.2万⼈
（試験全体）

合格者︓約8.3万⼈
（ITパスポート除く）

デジタルスキル標準（DSS）
R4年12⽉公表以降の半年間、セミナーや講演等を通
じて、合計24回、延べ1万⼈以上に対して、DSS

普及促進の周知を⾏った

※コンテンツ提供事業者への調査を元に経産省が集計







⼤村 秀章 全国知事会 ⽂教・スポーツ常任委員会委員⻑（愛知県知事）
神宮 由紀 経済同友会 幹事・教育改⾰委員会副委員⻑（フューチャーアーキテクト株式会社 代表取締役社⻑）
関 聡司 ⼀般社団法⼈新経済連盟 事務局⻑
⽵中 洋 ⼀般社団法⼈公⽴⼤学協会 副会⻑（京都府⽴医科⼤学 学⻑）
⽥中 愛治 ⽇本私⽴⼤学団体連合会 会⻑（早稲⽥⼤学 総⻑）
⾕⼝ 功 独⽴⾏政法⼈国⽴⾼等専⾨学校機構 理事⻑
富⽥ 達夫 独⽴⾏政法⼈情報処理推進機構 理事⻑
⻄尾 章治郎 ⼀般社団法⼈国⽴⼤学協会 副会⻑（⼤阪⼤学 総⻑）
橋本 健⼀ 彦根商⼯会議所 常議員・IT推進研究会委員⻑（株式会社橋本建設 代表取締役）
平松 浩樹 ⽇本経済団体連合会 教育・⼤学改⾰推進委員会企画部会⻑（富⼠通株式会社 執⾏役員EVP CHRO）
松井 幹雄 電⼦情報技術産業協会 IT・エレクトロニクス⼈材育成検討会 委員⻑（横河電機株式会社 執⾏役員）
池⽥ 貴城 ⽂部科学省⾼等教育局⻑
野原 諭 経済産業省商務情報政策局⻑

（１）構成委員（五⼗⾳順、敬称略）※令和4年12⽉26⽇時点

（２）開催状況や議論の主な中⾝
〇第１回デジタル⼈材育成推進協議会（R4.9.29）
〇第２回デジタル⼈材育成推進協議会（R４.12.26）
〇主な議論の論点
◆成⻑分野をけん引する⼤学・⾼専の機能強化に向けた基⾦による継続的⽀援（⽂科省 R4補正 3,002億円）
・学部再編等による特定成⻑分野（デジタル・グリーン等）への転換等の⽀援
・⾼度情報専⾨⼈材の確保に向けた⼤学や⾼専の機能強化⽀援 等

◆地域の産学官の連携による⼈材育成のあり⽅の検討（実務家教員派遣を含む）
・最先端の教育研究を⾏うための実務家教員の検討 等

 産学官連携による⼤学・⾼専のデジタル⼈材育成機能の強化等を⽬的に、⽂科省・経産省が設置。
 成⻑分野をけん引する⼤学・⾼専の機能強化に向けた基⾦による継続的⽀援や実務家教員派遣な

どに関して議論。

R4年度︓⼤学・⾼専のデジタル⼈材の育成機能強化（デジタル⼈材育成推進協議会）
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構成機関
産

道経連、道商連、IT推進協会、
機械⼯業会、ノーステック財団

学
北海道データサイエンスネットワーク

（道内13⼤学・4⾼専）
（拠点校）北海道⼤学

官

⽂部科学省、北海道、札幌市
北海道経済産業局（事務局）

事業内容

（協議事項）

１．デジタル⼈材育成機能の強化
(1)⼤学等への実務家教員の産業界からの派遣
・⽂科省では、デジタル等の成⻑分野をけん引する⼈材育成に向け
て、意欲ある⼤学等に学部転換等改⾰を促す⽀援策を創設

（R4補正3,002億円）。
・この制度の活⽤をはじめ、⼤学等が情報系学部の強化を図るため
に、⼤学等のニーズに基づき、産業界からの実務家教員派遣

（教員の質・量の確保）の仕組み（マッチング）を構築。

(2)社会⼈リカレントプログラムの開発（⽂科省R4補正）
(3)構成機関の既存⼈材育成プログラムの相互活⽤

効果 デジタル⼈材創出・育成
の先進モデル地域に

デジタル系スタートアップ
起業家の増加

IT企業、ユーザー企業のデジタル
部⾨、データセンター等の誘致促進

２．地域における⼈材採⽤、活⽤の強化
(1)道内企業への就職促進
①道内企業講師による⾃社や顧客企業のケーススタディ発信
②道内企業・地域の課題解決を⾏う実践的インターンシップ
（データ分析・デジタル活⽤）やマッチングイベントの開催

③道内企業のデジタル⼈材活⽤ロールモデルの発信
④道内企業のデジタル⼈材のニーズ調査、育成指針の検討

(2)道内企業（社会⼈）のリカレント教育の推進
・左記１(2)(3)の推進

デジタル⼈材活躍の場の拡⼤
（新産業の創出・既存産業の成⻑）

（参考）北海道デジタル⼈材育成推進協議会の⽴ち上げ
 ⽂部科学省及び経済産業省は、産学官連携によるデジタル⼈材育成を全国各地（ブロック）で展開・推

進するために、（全国版）「デジタル⼈材育成推進協議会」を設置（2022年9⽉）。
 この動きを踏まえ、北海道経済産業局では、関係機関とともに、「北海道デジタル⼈材育成推進協議会」を設

置し、第1回会議を2023年3⽉14⽇に開催（全国第1号）。
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R5年度 マナビDX Quest︓地域企業協働プログラムの地域ハブ団体

受講⽣チームを受け⼊れる地域企業の発掘については、令和5年度当初予算を措置し、全国10
団体を地域ハブ団体として採択。
１団体あたり６〜10社程度の企業発掘を⽬標とし、R4年度並の地域企業の参加を⽬指す。

No. エリア 団体名（複数団体が連携する場合は代表団体） 活動地域

1 北海道 株式会社道銀地域総合研究所 北海道

2 東北 株式会社ミヤックス 宮城県

3 関東 デロイトトーマツ リスクアドバイザリー株式会社 新潟県、⻑野県

4 中部 株式会社百五総合研究所 三重県、愛知県（、岐⾩県）

5 北陸 株式会社ジェック経営コンサルタント 富⼭県、⽯川県

6 近畿 ⼀般財団法⼈⼤阪労働協会 福井県、滋賀県、京都府、⼤阪府、兵
庫県、奈良県、和歌⼭県

7 中国 株式会社YMFG ZONE プラニング ⿃取県、島根県 、岡⼭県、広島県、
⼭⼝県

8 四国 株式会社パソナJOBHUB 愛媛県松⼭市及び⾹川県⾼松市・仲
多度郡琴平町

9 九州 有限責任監査法⼈トーマツ 福岡県、佐賀県、⻑崎県、熊本県、⼤
分県、宮崎県、⿅児島県

10 九州 独⽴⾏政法⼈国⽴⾼等専⾨学校機構
（北九州⼯業⾼等専⾨学校） 福岡県北九州市





参考資料
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コース概要

【参考】ポータルサイト「マナビDX」におけるAI関連コンテンツ事例（抜粋）
講座名称／提供事業者

はじめてのAI
グーグル合同会社

AI に関わる基本知識だけでなく、事例や具体的にそれがどのような仕組みで
動いているかも紹介。AI の基礎を理解し、AI をどう活⽤できるかのヒントが
つかめるように、本講座で学ぶ。

※各事業者より提供された情報を基に経済産業省にて作成

AIコース ８週間プラン
キラメックス株式会社

AIの構築に必要な機械学習・ディープラーニングの習得を⽬指すコースで、
Pythonのライブラリを使って実践的に学習。

AI⼈材育成⻑期コース
株式会社キカガク

機械学習・ディープラーニングを実装したアプリケーション開発のための、
知識および技術の習得する。

AI・アナリティクスを実施するスキルには、「ビジネス⼒」「データサイエ
ンス⼒」「データエンジニアリング⼒」が必要だと⾔われており、本研修で
は「ビジネス⼒」に着⽬。AIを活⽤したビジネスの企画⽴案の進め⽅や実現
性の判断ポイント、プロジェクトを実施する際の⼼構えについて学ぶ。

AIビジネス活⽤〜基礎〜
NECマネジメントパートナー
株式会社

最新の AI 情報を画像解析に加えゲノム配列解析、⼼電図の異常検知、⾎液の
顕微鏡検査まで実装を学べるコース。医療領域での AI 実装をエンジニアとビ
ジネスの視点で作成された内容。

メディカルAI専⾨コース
株式会社キカガク
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コース概要

【参考】ポータルサイト「マナビDX」におけるローコード・ノーコード関連コンテンツ事例（抜粋）
講座名称／提供事業者

DX推進のためのRPA基礎コー
ス/無料で使えるPower 
Automateを学ぼう︕
Peaceful Morning株式会社

業務⾃動化ツール「Power Automate」、無料で使えるRPAツール「Power 
Automate Desktop」の基礎を学ぶことで、⽇々の業務を⾃動化するスキルを
習得する。

※各事業者より提供された情報を基に経済産業省にて作成 18

Power Platform の開発戦略
トレノケート株式会社

Power Platform を使った業務アプリ開発にこれからチャレンジしたい⽅向け
に、現場担当者がすぐにでも始められるアプリケーション開発、Power 
Platform を使ったローコード開発、環境戦略等を学ぶ。

データサイエンス活⽤コース
株式会社キカガク

データサイエンスの正しい考え⽅やステップを演習形式で学び、データ分析
の結果に基づいて課題解決の提案を⾏う。
Excelを⽤いたノーコード機械学習実装スキルの習得を⽬指す。

ローコード開発の基礎を⾝につけるために、開発プラットフォームである
FileMakerの基礎から、レイアウトデザイン、計算式やスクリプトの知識を効
率的に学ぶ。

FileMaker オンライン学習 初
級編
Apple Japan 合同会社

ローコード開発の基礎を⾝につけた⽅に対して、企業等で活⽤できる業務ア
プリの作成に必要なスキルを⾝につけることを⽬的とし、要件定義からデー
タモデリングと正規化、レイアウト設計、⾼度な計算式・スクリプトの組み
込み⽅、モバイル対応、クラウド展開といったテクニックを学ぶ。

FileMaker オンライン学習 中
級編
Apple Japan 合同会社












